
★ 出産予定日や休業の予定を早めに会社に
申し出ましょう。

★ お住まいの市区町村の窓口にできるだけ
早く妊娠の届出を行いましょう。

★ 窓口では母子健康手帳の交付とともに、
妊婦健診を公費の補助で受けられる受診
券や、保健師等による相談、母親学級・
両親学級の紹介、各種の情報提供などを
受けることができます。

妊娠が分かったら（母性健康管理措置）
★会社に規定がなくても
★ パートなどの方も
　会社へ申し出ることができます。

妊婦健康診査等を必ず受けましょう
　妊娠中は、普段より一層健康に気をつけなければなりませ
ん。あなた自身やお腹の中の赤ちゃんの健康のため、できる
だけ早く健康診査等を受けましょう。
　健康診査等を受けるための時間が必要な場合は、会社に申
請しましょう。（有給か無給かは会社の規定によります。）

※健康診査・保健指導申請書
　http://www.bosei-navi.go.jp/common/pdf/kenkoushinsa_hokensidou.pdf

医師等の指導を受けたら
　医師等から、妊娠中の通勤緩和、休憩時間の延長、つわり
やむくみなどの症状に対応して勤務時間の短縮や作業の制
限、休業などの指導を受けた場合には、会社に申し出て措置
を講じてもらいましょう。
　指導事項を会社にきちんと伝えることができるよう、医師
等に 「母性健康管理指導事項連絡カード」（３ページ参照）に
記入してもらい、会社に伝えることも効果的です。

マタニティマーク
　厚生労働省では、マタニティマークをとおした「妊産婦にやさしい環境づくり」
を推進しています。
　マタニティマークは、厚生労働省ホームページから自由にダウンロードできます。
詳しい利用方法や内容についてはこちらをご覧ください。

※ 医師又は助産師（以下「医師等」といいます。）がこれと異な
る指示をしたときはその指示に従って健康診査等を受けま
しょう。

男女雇用機会均等法では、事業主に健康診査等のために必要な時間の
確保を義務づけています。（男女雇用機会均等法第12条）

男女雇用機会均等法では、事業主に、健康診査等に基づく指導事項を
守ることができるようにするため、必要な措置を講じることを義務づけ
ています。（男女雇用機会均等法第13条）

健康診査の回数
●妊娠23週まで ４週間に１回
●妊娠24週から35週まで ２週間に１回
●妊娠36週以後出産まで １週間に１回

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/maternity_mark.html
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母性健康管理指導事項連絡カードの利用

母健連絡カードの利用方法
①　健康診査等を受診します。
②　 医師等から通勤緩和などの指導を受けた場合に、医師等に母健連絡カードに必要な事項を記入しても

らいます。
③　 女性労働者は母健連絡カードの「指導事項を守るための措置申請書」欄に必要事項を記入した上で、

事業主に提出し、必要な措置を申し出ます。
※ 女性労働者から母健連絡カードが提出された場合、事業主は母健連絡カードの記載内容に応じ、男女雇

用機会均等法第13条に基づく適切な措置を講じる必要があります。

母健連絡カードの入手方法
①　12～13ページ記載の様式をコピーして使用できます。
②　厚生労働省ホームページからダウンロードすることができます。
　　http://www2.mhlw.go.jp/topics/seido/josei/hourei/20000401-25-1.htm
③　ほとんどの母子健康手帳に様式が記載されているので、それをコピーして使用できます。

　医師等から受けた指導事項の内容を会社に的確に伝えることができるようにするため、
「母性健康管理指導事項連絡カード（以下、「母健連絡カード」といいます。）」を利用しま
しょう。男女雇用機会均等法第13条に規定されている指針に基づき様式が決まっています。
　母健連絡カードは、12～13ページに記載しています。

医師等 事業主妊娠中又は出産後の
働く女性

①  健康診査等を
受診

③ 母健連絡カードを
提出し、措置を
申し出る

②母健連絡カードに
　必要事項を記載

④ 母健連絡カードの
記載内容に応じた
措置を講じる
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へ提出しましょう。


